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第4次山県市行政改革大綱実施計画

進捗状況

実施項目 ① 適正な職員数と人件費の抑制
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

効果額 単位：千円

進ちょく度

H２８年度H２７年度

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (1) 定員管理･人件費の適正化

主管課 総務課

実施概要

「第４次山県市定員適正化計画」を策定し、専門性の確保策を含めた職員体制のあり
方を検討しつつ、計画に基づいた適正な定員管理を推進します。また、再任用職員や嘱
託職員等の臨時職員の適切な活用を図るとともに、早期退職勧奨制度の啓発により、人
件費の抑制に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

効果額 単位：千円

進捗状況

備 考

実施項目 ① 職員の意識・スキルの向上と活性化
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 総務課

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (2)

H３１年度

実施概要

H２７年度

職員のスキルアップと職場の活性化

効果額 単位：千円

進ちょく度

組織・人材の改革

取組項目 (2) 職員のスキルアップと職場の活性化

H２７年度 H２８年度

「市人材育成基本方針」に基づき、専門的知識を習得するための研修、管理職のマ
ネージメント力向上のための研修、メンタルヘルス確保のための研修を企画実施するとと
もに、人事交流や職員派遣の実施により、職員の能力・資質向上と意識改革を図ってい
きます。また、人材の育成を念頭に置いた、新たな勤務評定制度を確実に定着させ、組
織の活性化を図ります。さらに、戦略的な思考、自ら切り拓く力、ネットワークの構築な
ど、職員として必要な能力を養い、意識とスキルの向上を図り、「おもてなし日本一」を目
指します。

年 度 H２９年度 H３０年度

実施項目 ② 消防職員研修・訓練等の充実
実施予定年度

H２８年度

改革の視点 【1】

平成27年度～平成31年度

主管課 消防本部

実施概要
近年の大規模・複雑・多様化する災害に備え、消防職員の資質・特殊性・専門性向上の

ため、警防・予防・救助・救急の各分野における研修派遣・訓練等を積極的に実施し、消
防力の充実強化を図ります。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

進ちょく度
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

進ちょく度

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (2) 職員のスキルアップと職場の活性化

実施項目 ④ 各種教職員研修の充実
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 学校教育課

実施概要

多様化する教育ニーズや教育内容の変化に対応して、児童生徒を指導する教員として
必要な知識や技能を取得する場として、市教育センターの研修機能を充実させるともに、
各学校内での焦点的で実践的な研修を開催します。
管理職については、校長会・教頭会に対して学校教育課による指導を強化し、必要に

応じて統一的な学校経営を行います。
市内小中学校間の人事交流を促進し、研修派遣や市町間の交流も促進します。
各学校で、管理職による自己啓発面談を活用し、業務のみならず、定期的に心身の健

康管理に努める啓発を強化します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

効果額 単位：千円

実施概要
公民館活動の活性化に向けて、公民館長・主事の公民館活動の知識力及び企画立案

を向上するためのスキルアップ研修等を実施します。

年 度

H２７年度 H２８年度

H２８年度 備 考

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (2) 職員のスキルアップと職場の活性化

H２７年度

進ちょく度

H３１年度

効果額 単位：千円

実施項目 ③ 公民館活動の活性化
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 生涯学習課

H２９年度 H３０年度

進捗状況
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

① 組織・機構の点検と適正な体制づくり
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

H２７年度

進ちょく度

進捗状況

進捗状況

H２８年度

進ちょく度

効果額 単位：千円

備 考

② 地域包括支援センターの増設
実施予定年度 平成29年度～平成31年度

主管課 健康介護課

実施概要

民間委託を視野に入れ、現在１箇所の地域包括支援センターを、高富・伊自良地域及
び美山地域の２箇所に増設し、高齢者へのサービス充実と包括ケアシステムの構築を実
施します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

H３１年度

改革の視点 【1】

総務課

H２７年度 H２８年度

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

組織・人材の改革

取組項目 (3) 組織･機構の再編

実施項目

実施概要
組織・機構について、常に点検を行い、窓口改善や行政手続の簡素化及び迅速化に努

め、市民にわかりやすい組織を目指し、一層の行政サービスの向上及び国県等の施策
に迅速かつ円滑に対応できる体制を整えます。

年 度 H２９年度 H３０年度

取組項目 (3) 組織･機構の再編

実施項目

効果額 単位：千円
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (4) ICTコンテンツの拡大

実施項目 ① 手続のオンライン化等
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 関係各課

実施概要
市民サービスの向上のため、効果があると判断される手続については、積極的にオン

ライン化を進めていきます。また、農地台帳等のデジタル化されたデータに関しては県の
地図情報システムや全国農業会議所が整備するシステムを通じて公開していきます。

年 度 H３１年度 備 考

進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

効果額 単位：千円

H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度

H２７年度 H２８年度

【1】 組織・人材の改革

取組項目 (4) ICTコンテンツの拡大

実施項目 ② ホームページ等を活用した情報発信
実施予定年度

進捗状況

改革の視点

平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課

実施概要
パソコンやスマートフォン等の普及に伴い、これらの電子媒体から行政情報を取得する

機会が今後ますます増加することが想定されます。そこで、スマートフォンアプリの開発
や広報紙の電子ブック化、動画コンテンツの充実等に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進ちょく度
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

進捗状況

③ 情報セキュリティの推進

実施項目 ④ 情報教育の推進
実施予定年度

H３１年度

実施項目
平成27年度～平成31年度

主管課 総務課

効果額 単位：千円

実施予定年度

年 度 H２７年度

平成27年度～平成31年度

主管課 学校教育課

実施概要

市教育委員会及び市内小中学校等が保有する個人情報等の紛失や漏えいの脅威か
ら守るため、情報セキュリティーに対する職員の意識向上を図ります。また、学校におけ
るＩＣＴ教育については、個人情報保護意識やネット上のいじめ等の撲滅を具体的に指導
するとともに、基本的なＩＣＴ機器を活用した授業のあり方を実践的に研究します。

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

取組項目 (4) ICTコンテンツの拡大

H２７年度 H２８年度

改革の視点 【1】 組織・人材の改革

備 考

進ちょく度

進捗状況

実施概要

情報セキュリティポリシーを遵守し、市が保有する個人情報及び行政情報等を、紛失及
び情報漏えい等の脅威から守り、情報セキュリティに対する職員の意識の向上を図るとと
もに、総合的・体系的な情報保護に取り組みます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

取組項目 (4) ICTコンテンツの拡大

H２８年度 H２９年度 H３０年度

進ちょく度

効果額 単位：千円
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

進捗状況

H２７年度 H２８年度

効果額 単位：千円

① 実質公債費比率の改善
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課
実施項目

(1) 公債費負担の適正化

進ちょく度

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目

実施概要

市の実質公債費比率は平成２２年度に１８％を超え、起債許可団体になり、平成２３年
度に公債費負担適正化計画を作成しました。今後は、遅くとも平成２８年度決算時点で実
質公債費比率を１８％未満に低減させ、その後も実質公債費比率の抑制と適正化に努め
ます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

進捗状況

進ちょく度

効果額 単位：千円

進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

H２７年度

実施概要

自主財源確保の一環として、広報紙や市ホームページへの広告掲載を引き続き推進す
るとともに、他の冊子・チラシ等についても、企業と連携した発行に努めます。また、公共
施設の空きスペースを広告活用するほか、ネーミングライツ（施設に愛称を付けることが
できる命名権）についても検討します。

年 度

H２８年度

H２８年度

H２７年度

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (2) 収入改革

実施概要
口座振替納税を促進し、長期、常習等の悪質滞納者に対する法的手続の強化を図り、

現年度分９６％、滞納繰越分２０％以上の収納率確保に努めます。また、ふるさと納税制
度（寄附制度）については、国の制度に即し、適正な運用に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ② 市税の収納対策等
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 税務課･総務課

平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課
実施項目 ① 広報紙・市ホームページの広告収入

実施予定年度

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (2) 収入改革

H３１年度 備 考H２９年度 H３０年度
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第4次山県市行政改革大綱実施計画

効果額 単位：千円

進捗状況

効果額 単位：千円

進捗状況

H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ③ 公有財産の利活用
実施予定年度

年 度 H２９年度

改革の視点 【2】

実施概要
普通財産における未利用財産の売却促進又は利活用により、周辺地域の活性化を図

るとともに、自主財源の確保に努めます。

財政運営の改革

取組項目 (2) 収入改革

H２８年度

H２８年度

収入改革

H２７年度

実施項目

H３１年度 備 考

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (2)

④ 企業立地の促進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 産業課

実施概要
生活環境の保全と秩序あるまちづくりに配慮しつつ、産業の振興を促進するとともに、

雇用機会の増大と市民の所得の向上を図るため、工場等設置奨励金等の交付を行い、
企業立地を促進し、自主財源の増加に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度

進ちょく度

H２７年度

進ちょく度

平成27年度～平成31年度

主管課 総務課
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進捗状況

企画財政課
① 戦略的な予算編成

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

効果額 単位：千円

進ちょく度

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (3) 予算の重点化･傾斜配分

実施項目

H２７年度 H２８年度

実施概要

中長期的に取り組む課題に対して予算配分を重点化しつつ、経常経費の抑制に努め、
最小経費で最大効果を生む予算編成に努めます。また、国や県等による財政支援措置
は有効に活用するなど、元気で住みよいまちづくりに関する事業を推進するよう、戦略的
な予算編成に努めます。
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進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

効果額 単位：千円

H２７年度

取組項目 (4) 補助金の見直し

実施項目 ② 特色ある学校づくり補助金
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

改革の視点 【2】 財政運営の改革

H２７年度 H２８年度

実施概要
各学校長が、校区の伝統や地域性、学校経営理念に基づいて、補助金の使い道や金

額及び期待される効果をまとめて教育委員会へ申請し、教育委員会がその内容を審査
し、補助金額を決定する仕組みにします。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

改革の視点 【2】 財政運営の改革

主管課

H２８年度

企画財政課

実施概要

都市宣言「水と緑を大切に、活力あるまちづくり」の理念を具体化する市民活動等を支
援する補助金を創設するほか、市民提案型の補助制度の拡充を検討します。他方で、時
代のニーズに合わない補助制度については、効果や必要性等を検証し、より効果的な制
度へのシフトを目指します。

学校教育課

H３０年度 H３１年度年 度 H２９年度

(4) 補助金の見直し

実施項目 ① 自発的な活動を促進する補助金
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

進捗状況

取組項目

備 考

進ちょく度

-13-



第4次山県市行政改革大綱実施計画

公共施設等総合管理計画

② 公用車管理経費の削減

厳しい財政状況や将来の人口規模などの状況を踏まえ、かつ、市民ニーズの変化に対
応しながら将来のまちづくりに向けて必要な施設整備を進めるため、「公共施設等総合管
理計画」を策定します。また、公共施設の更新・統廃合・長寿命化等については、計画に
添って行い、財政負担の軽減・平準化や公共施設等の最適な配置を図ります。

実施項目 ① 公共施設等総合管理計画の策定
実施予定年度

実施概要

【2】 財政運営の改革

取組項目 (5) 公共施設等総合管理計画

効果額 単位：千円

進捗状況

(5)

実施項目

進ちょく度

効果額 単位：千円

改革の視点 【2】 財政運営の改革

備 考

H２７年度 H２８年度

実施予定年度 平成27年度～平成29年度

主管課 総務課

公用車を効率的に活用することによって、計画的に台数を削減し、適正な維持管理に
努め、経費の削減を図ります。

年 度 H２７年度

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

備 考

取組項目

進捗状況

進ちょく度

実施概要

平成27年度～平成29年度

主管課 総務課

改革の視点
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老朽化する道路橋の修繕・架け替えに係る費用を将来的に縮減するため、「橋梁長寿
命化修繕計画」に基づき、優先順位の高いものから予防的修繕を行います。

年 度 H２９年度 H３０年度

進捗状況

H３１年度 備 考

効果額 単位：千円

進ちょく度

H２７年度 H２８年度

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 建設課

実施概要

橋梁長寿命化修繕計画に沿った計画
的修繕

③

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (5) 公共施設等総合管理計画

実施項目
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年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

進ちょく度

① 下水道接続率の向上等
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 水道課

実施概要
下水道を整備し、供用開始した地域の下水道接続率の向上を図るとともに、上水道等を
含め、合理的な経営のあり方の下での受益負担の適正化に努め、一般会計への依存度
の軽減を図ります。

備 考

改革の視点 【2】 財政運営の改革

取組項目 (6) 公営企業の経営健全化

実施項目

H２７年度 H２８年度

財政運営の改革

取組項目 (6)

進捗状況

進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

水道課

改革の視点 【2】

主管課

H２７年度 H２８年度

実施概要
上水道については、高富上水施設・北武芸・西武芸・中洞施設及び伊自良の統合整備

前施設の耐震診断を行い、計画的な耐震化を実施し、ライフラインの確保に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ② 水道施設の耐震化
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

公営企業の経営健全化

効果額 単位：千円
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②
投票区・投票所の適正化と投票率の
向上対策

H２９年度

行政運営の改革

実施項目
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 総務課（選挙管理委員会）

改革の視点 【3】

進捗状況

効果額 単位：千円

進捗状況

実施概要
投票しやすい環境を整備するため、人口動態を踏まえた投票区の見直しによる投票所

配置の適正化を図ります。また、若年層の投票率を向上させるための啓発や小中学校と
協力し、出前講座や生徒会選挙への資材貸出しなど主権者教育の充実を図ります。

年 度 H３０年度 H３１年度 備 考

事務事業の効率化･迅速化(1)

進ちょく度

効果額 単位：千円

進ちょく度

H２７年度 H２８年度

H２７年度 H２８年度

実施項目 ① 客観的な効果検証の実施
実施予定年度

企画財政課主管課

取組項目 (1)

実施概要

まち・ひと・しごと創生法に基づき、目標や基本的方向、具体的な施策をまとめた「地方
版総合戦略」の策定及び検証について、住民代表や「産官学金労言」を基本として構成
する推進組織で審議します。また、「第２次市総合計画基本計画」及び「地方版総合戦
略」で実施する事業・施策を客観的に効果検証するため、重要業績評価指標（ＫＰＩ）等を
設定し、数値目標を持った改善を図り、ＰＤＣＡサイクルの確立に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

事務事業の効率化･迅速化

取組項目

改革の視点 【3】 行政運営の改革

平成27年度～平成31年度
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主管課 企画財政課

効果額 単位：千円

進捗状況

効果額 単位：千円

進捗状況

【3】

進ちょく度

進ちょく度

改革の視点 行政運営の改革

取組項目 (1)

H２７年度 H２８年度

H２７年度 H２８年度

事務事業の効率化･迅速化

主管課 福祉課

備 考年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

H３１年度 備 考

実施概要

実施概要

小規模で児童の増加が見込めない保育園の保育環境の健全化及び運営の効率化並
びにサービスの維持・向上を図るため、保育の適正化を進め、保育園の統廃合を検討し
ます。また、多様化する保育ニーズに対応できる保育環境の充実及び運営の効率化を図
るため、保育の質の維持と地域特性に配慮しつつ、保育園の民営化を検討します。

実施項目 ④ 保育環境の充実
実施予定年度 平成27年度～平成30年度

市内の保育園、幼稚園及び小学校等において、地域の交通事情に合った交通安全教
室を実施することにより、交通安全意識の向上に努め、園児・児童を交通事故から守りま
す。

年 度 H２９年度 H３０年度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (1) 事務事業の効率化･迅速化

実施項目 ③ 交通安全教室の充実
実施予定年度 平成27年度～平成31年度
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H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

生涯学習課

実施概要
市の図書施設の３箇所（市図書館、高富中央公民館図書室、みやまジョイフル倶楽部

図書室）について、施設の効果的な活用などを総合的に検討します。また、雑誌スポン
サーや本の寄贈などを積極的に働きかけ、経費の削減及び蔵書の充実に努めます。

年 度 H２７年度 H２８年度

効果額 単位：千円

改革の視点 行政運営の改革

効果額 単位：千円

進ちょく度

進ちょく度

H３０年度 H３１年度 備 考H２７年度 H２８年度

取組項目 (1) 事務事業の効率化･迅速化

H２９年度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 建設課

実施概要
「国土調査事業１０箇年計画」に基づき、地籍調査事業の計画的な事業推進を図りま

す。

年 度

実施項目 ⑤ 地籍調査事業の推進

進捗状況

進捗状況

実施項目 ⑥ 図書館運営効率化の検討
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

【3】

取組項目 (1) 事務事業の効率化･迅速化
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進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

事務事業の効率化･迅速化

実施概要

複式学級化や重複式学級化が進行する小規模小学校及び単学級を有する中学校につ
いて、「市適正規模推進基本方針」及び「同推進計画」に基づいて学校統合等を推進し、
適正規模化を図ります。同時に、複式授業解消のための人的配置等を積極的に進める
とともに、各地区の実情に応じて保護者や地域住民等の意見を十分に聴取し、適切な統
合方法や時期、児童生徒の安全な登下校方法等を検討します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目

H２７年度 H２８年度

実施項目 ⑦ 学校適正規模の検討と学校統合
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 学校教育課

(1)
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効果額 単位：千円

H２７年度 H２８年度

進ちょく度

H２７年度 H２８年度

進ちょく度

進捗状況

危機管理体制の充実

実施予定年度

平成27年度～平成31年度

主管課 総務課

実施概要

自然災害、武力攻撃事態等に対する予防と、り災時の円滑な応急対応について「市地
域防災計画」及び「市国民保護計画」に基づき、危機管理体制の充実を図ります。また、
職域ごとに存在するさまざまなリスク等の点検により、危機管理意識の高揚に努めるとと
もに、危機管理の専門家を確保し、組織全体での危機管理体制の強化に努めます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

年 度 備 考

進捗状況

効果額 単位：千円

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (2) 危機管理体制の充実

実施項目 ② 危機管理組織の強化
実施予定年度

実施項目 ① 危機管理体制の強化

実施概要

防災行政無線、防災情報ネットワークシステム等を活用した防災情報等の提供と情報
の共有化を推進し、全市的な危機管理体制の強化を図るとともに、市民の通信手段の確
保・拡大に努めます。また、避難所等については、女性や高齢者、障がい者等に配慮し
た施設等の確保に努めます。

主管課

平成27年度～平成31年度

総務課

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (2)

H２９年度 H３０年度 H３１年度
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④ 老朽建築対策等の促進

平成２６年８月に策定した新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、新型インフル
エンザ等が発生した場合、感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護
し、市民生活及び経済に及ぼす影響が最小となるよう努めます。

主管課 健康介護課

進捗状況

H２７年度 H２８年度

進ちょく度

効果額 単位：千円

H３１年度

効果額 単位：千円

進ちょく度

H３１年度

行政運営の改革

取組項目 (2) 危機管理体制の充実

実施項目

改革の視点 【3】

備 考

実施項目 ③ 危機管理体制の整備
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

実施概要

H３０年度

備 考

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 建設課

実施概要

木造住宅を含む建築物の耐震診断及び補強工事について、助成制度等の活用により
耐震化の促進を図ります。また、住居として使用されなくなった空き家については、積極
的な利活用や取壊しについて検討します。
老朽化が進んだ市営住宅については、公共施設等総合管理計画に基づき計画的な更

新等を検討します。

年 度 H２９年度 H３０年度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目

H２７年度 H２８年度

危機管理体制の充実

年 度 H２９年度

進捗状況

(2)
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⑥
水道管路の耐震化及び配水容量の
確保

進捗状況

改革の視点 【3】 行政運営の改革

H２８年度

効果額 単位：千円

実施概要

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 水道課

H２７年度 H２８年度

(2) 危機管理体制の充実

H２７年度

H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目

進ちょく度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目

実施概要

高富上水道、美山上水道、伊自良簡易水道、中洞簡易水道の管路について、計画的な
耐震化を実施します。また、需要のピークを迎える時期の時間変動調整容量、災害時の
応急給水や消火用水量などに対応した配水地の増設を実施します。

年 度 H２９年度

進捗状況

効果額 単位：千円

取組項目 (2) 危機管理体制の充実

進ちょく度

実施項目 ⑤ 下水道ＢＣＰ（業務継続計画）の策定
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 水道課

公共下水道及び農業集落排水事業について、平成２９年度までにＢＣＰの基本方針を
策定し、非常時対応の基礎事項を整理した後、地震規模を設定した被害想定優先実施
業務の検討をし、「非常時対応計画」、「事前対策計画」を策定します。
平成３１年度までには、「訓練・維持改善計画」を策定し、これに基づいた防災訓練の実

施をします。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考
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H２８年度

進ちょく度

効果額 単位：千円

効果額 単位：千円

進捗状況

取組項目

H３１年度 備 考

実施項目 ⑦ 非常備消防体制（消防団）の充実
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

進ちょく度

H２７年度

主管課 消防本部

改革の視点 【3】 行政運営の改革

(2) 危機管理体制の充実

(2) 危機管理体制の充実

主管課 消防本部

H２７年度 H２８年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ⑧ 消防水利施設の充実
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

実施概要

国の示す「消防水利の基準」の改正（H26.11告示）に基づき、消防水利施設の充実強
化・適正化を図ります。
防火水槽は、耐震性防火水槽の計画的な整備、既設防火水槽の有蓋化、用地整理

（未登記処理等）、小規模水槽の処分等を実施します。
消火栓は、未整備地域の整備要望、老朽消火栓の更新要望への対応、定期点検の継

続実施等を実施します。

年 度

取組項目

実施概要

近年の人口減少・社会環境の変化等により消防団員の確保が大きな課題となる中、東
日本大震災等を教訓に「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公
布されたこと等を受け、非常備消防体制の充実強化を図ります。
消防団員確保対策として、団員加入の促進・支援、安全対策・安全装備の充実、処遇

の改善等を実施します。
施設・組織体制強化として、消防車両・拠点施設等の充実、地域事情等に応じた組織

編成、自主防災組織・地域団体等との連携強化等を実施します。

年 度 H２９年度 H３０年度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

進捗状況

H２９年度
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進捗状況

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (3) 環境対策の充実

実施項目 ② 再生可能エネルギーの推進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 産業課

実施概要
「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく実行計画」を推進していくため、省エネ

ルギー対策や太陽光・バイオマス・小水力発電等再生可能エネルギー施設の導入等に
対し、支援する制度を検討します。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

改革の視点 【3】

進ちょく度

進ちょく度

効果額 単位：千円

行政運営の改革

効果額 単位：千円

進捗状況

取組項目 (3) 環境対策の充実

H２７年度 H２８年度

実施項目 ① 地球温暖化対策推進実行計画の実施
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 市民環境課

実施概要

市役所から排出される二酸化炭素排出量（CO２）を、平成３０年度までに、平成２５年度
比で５％以上削減するための省エネ・再資源化を推進します。また、一般家庭から排出さ
れる廃棄物を排出者自らが処理し、ごみの減量化を図るため、家庭廃棄物等処理装置
に必要な費用を助成し、ゴミ焼却コスト等を縮減します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

-25-



第4次山県市行政改革大綱実施計画

効果額 単位：千円

指定管理者に対するモニタリング調
査の実施

②

実施項目 ① 持続可能な行政サービス体系の構築
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

実施概要
行政が果たすべき役割を改めて見直し、民間で対応可能な領域は積極的に民間に委

ねる（指定管理や民営化等）とともに、市民団体や企業等との連携、市民協働等の推進
により、持続可能な行政サービス体系の構築を目指します。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

主管課

行政運営の改革

企画財政課

進ちょく度

改革の視点 【3】

H２７年度 H２８年度

施設の設置目的の達成や住民サービスの向上、業務の履行状況の確認など、官民双
方によるサービス内容の継続的チェック（モニタリング）を実施します。

進捗状況

年 度

行政運営の改革

取組項目 (4)

実施概要

少子高齢化に対応できるサービス提供

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

備 考

進ちょく度

効果額 単位：千円

実施項目
企画財政課

(4)

H２９年度 H３０年度 H３１年度

少子高齢化に対応できるサービス提供

改革の視点 【3】

取組項目
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④
女性防火クラブの組織改革・レベル
アップ

進ちょく度

効果額 単位：千円

進捗状況

備 考

(4)

実施項目
実施予定年度

生涯学習課･福祉課・産業課

H２９年度

③
事業の民営化、外部委託及び指定管
理者制度の導入

進捗状況

効果額 単位：千円

進ちょく度

実施概要

H３０年度 H３１年度

女性防火クラブ運営協議会役員の高齢化や過疎化等により、クラブ員が減少した分会
に対して再編を促す一方で、クラブ員の年齢構成を拡大し、人員確保に努めます。また、
クラブ員の救命講習修了者数の増加、家庭や地元自治会における防火防災に関する知
識・技術の向上に努め、組織の活性化を図ります。

年 度

(4) 少子高齢化に対応できるサービス提供取組項目

H２９年度 H３０年度 H３１年度

主管課

実施予定年度

H２７年度 H２８年度

平成27年度～平成31年度

主管課

改革の視点 【3】 行政運営の改革

少子高齢化に対応できるサービス提供

消防本部

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目

備 考

実施項目

H２７年度 H２８年度

平成27年度～平成31年度

実施概要

平成２６年度から社会体育施設の効率的な運用を目的に、第３次の指定管理者制度を
導入し、サービス向上に努めています。今後、学校開放施設を含め、申込窓口の一元化
など利便性を高め、利用環境の充実を図ります。また、多様なサービスの提供と効率的
な運営を行うため、児童館、観光施設の管理についても、指定管理者制度導入を含め民
間委託等を検討します。

年 度
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効果額 単位：千円

進捗状況

実施項目 ① 広域連携事業の推進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課

実施概要
行政ニーズや地域課題などに対応して「岐阜地域広域圏協議会」の構成市町村との共

同事業や連携事業を推進します。また、テーマに応じて新たな地域との連携事業の可能
性を検討します。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進ちょく度

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (5) 広域行政の推進

(5) 広域行政の推進

改革の視点 【3】

H２７年度 H２８年度

消防本部

行政運営の改革

取組項目

効果額 単位：千円

進捗状況

主管課

実施概要

平成２５年４月１日に「市町村の消防の広域化に関する基本指針」が一部改正され、広
域化の推進期限が平成３０年４月１日まで延長されました。
本市では、災害や事故の複雑・大規模化、住民ニーズの多様化等の環境変化に的確

に対応するため、消防力の強化と組織運営の効率化を目的とした消防の広域化につい
て検討します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ② 消防の広域化の検討
実施予定年度 平成27年度～平成29年度

進ちょく度
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効果額 単位：千円

改革の視点 【3】 行政運営の改革

取組項目 (5) 広域行政の推進

実施項目 ③ 広域公共交通の確保・維持・改善
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課

公共交通による隣接市へのアクセス確保・維持・改善のため、岐阜地域広域圏協議会
や県地域公共交通協議会等を活用し、市域を跨ぐ広域バス路線の沿線市、運行事業者
等と共に実態把握、改善策の検討、調整を行います。

年 度

実施概要

進ちょく度

H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考H２７年度 H２８年度

進捗状況
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効果額 単位：千円

改革の視点 【4】

H３０年度年 度 H２９年度

進ちょく度

市民協働による改革

取組項目 (1) 市民協働の政策立案

実施項目

実施概要

住みよいまちづくりを進めるため、自治の基本ルールを定める「自治基本条例」を公募
市民等で構成された策定委員会で検討し、制定を目指します。
条例施行後は、多くの市民と情報を共有化し、ふるさとへの愛着感を持ち、企業を含む

市民が力を合わせて暮らしやすい地域を創出できるよう条例の浸透と地域の活性化を
図っていきます。

実施予定年度

主管課 企画財政課

H２７年度

H２７年度 H２８年度

進捗状況

効果額 単位：千円

進ちょく度

進捗状況

H２８年度

市民協働による改革

取組項目 (1) 市民協働の政策立案

実施概要

市民、事業者、道路管理者、公安委員会等で構成される市公共交通会議を核に、市内
公共交通網の再編を検討・立案し、新たに作成する「公共交通網形成計画」・「公共交通
再編実施計画」に反映させます。
計画に基づいた運行や利用促進についても、市民の参画を得て推進していきます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課

改革の視点 【4】

H３１年度 備 考

平成27年度～平成31年度
① 自治基本条例の策定等

②
公共交通網形成計画等の策定及び
推進
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改革の視点 【4】 市民協働による改革

「健康山県２１」（山県市健康増進計画）に基づき、市民が共に支えあい、健やかで心豊
かに生活ができる社会の実現に向け、市民が健康づくりに積極的に参加し、自発的な健
康活動を行うことにより、健康寿命の延伸・健康格差の縮小を図ります。

平成28年度～平成31年度

主管課 健康介護課

進捗状況

進ちょく度

取組項目

H３１年度

実施予定年度

【4】

効果額 単位：千円

市民協働の政策立案

実施概要

市民協働による改革

進ちょく度

H２７年度 H２８年度

H２７年度 H２８年度

平成27年度～平成31年度

主管課 福祉課

実施項目 ③ 市民との協働で推進する健康づくり

実施項目 ④ 地域福祉のまちづくり推進
実施予定年度

実施概要

「地域福祉推進計画」を、市民と協働による地域福祉分野のまちづくり計画と位置づけ、
福祉圏域（地区自治会連合会）毎の特性に沿った市民主体の活動を、社会福祉協議会と
協働で積極的に支援します。また、「地域福祉推進計画」における行政の担う施策を積極
的に展開・実行し、市民・行政が両輪となって計画を推進します。
高齢者・障がい者世帯等を対象とした家具転倒防止器具購入費の助成及びボランティ

ア設置者への実費弁償を行い、「市民協働」による「地域福祉のまちづくり」と「減災の意
識啓発」を図ります。また、制度周知については、民生委員、自治会長、ふくしまちづくり
推進員などに協力を依頼します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

年 度 H２９年度 H３０年度

改革の視点

取組項目 (1)

(1) 市民協働の政策立案

効果額 単位：千円

備 考
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主管課 生涯学習課

改革の視点 【4】

効果額 単位：千円

進捗状況

進ちょく度

進捗状況

進ちょく度

実施概要
花咲きホール及び古田紹欽記念館に登録されたボランティアスタッフの資質向上に努

め、市民参加･参画の施設運営の向上を推進します。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ⑥ 市民参画の施設運営
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

効果額 単位：千円

実施項目 ⑤ 公民館運営の見直し
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 生涯学習課

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

H２７年度 H２８年度

H２７年度 H２８年度

市民協働による改革

取組項目 (1) 市民協働の政策立案

(1) 市民協働の政策立案

実施概要
公民館施設の有効的な活用を目指すため、運営・管理のあり方を検討します。また、地

域の活性化につながる公民館の役割など市民と協働により見直しを図っていきます。
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H３１年度 備 考

実施項目 ⑦ 生涯学習ボランティアの育成

進ちょく度

効果額 単位：千円

H２９年度 H３０年度

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

H２７年度 H２８年度

H２７年度 H２８年度

主管課 学校教育課

実施概要

地域の教育資源や学校コラボレーター事業を最大限に活用するとともに、幼保・小中及
び高校との連携を強化して特色ある学校づくりを推進します。また、学校評議員や地域教
育協議会の発展として、学校運営協議会制度へ移行し、市民の意向を学校経営に反映
させ、地域とともにある学校（コミュニティースクール）づくりを推進します。さらに、校区の
住民・企業・高校・大学等連携を強化して、学習活動を充実させます。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進ちょく度

進捗状況

効果額 単位：千円

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目

市民協働の政策立案

進捗状況

実施概要
文化事業やスポーツ事業において、市民ボランティアを育成し、「生涯学習ボランティ

ア」として参画する事業を推進します。

年 度

生涯学習課

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (1)

(1) 市民協働の政策立案

実施項目 ⑧ 地域とともにある学校の推進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度
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進捗状況

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (2) 透明性の確保

実施項目 ② 行政情報公開の推進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

進ちょく度

効果額 単位：千円

H２７年度 H２８年度

取組項目 (2) 透明性の確保

実施項目 ① 事業仕分けの検証
実施予定年度 平成27年度

改革の視点

主管課 企画財政課

H３０年度 H３１年度

実施概要

年 度 H２９年度 H３０年度

【4】 市民協働による改革

H３１年度 備 考

平成２４年度から３年間、構想日本及び特定公募市民
※
の協力により実施してきた「山

県版事業仕分け」についての検証を行い、その現状等を公表します。

※特定公募市民 ： 市民の中から約２，０００人を無作為抽出し、市民判定人の公
募を行い、応募された市民

進捗状況

備 考

進ちょく度

総務課

実施概要

市政への市民参加を促進し、市政に対する理解と信頼を深め、市民と市との協働によ
る公正で民主的なまちづくりの推進を目指すため、「市情報公開条例」等に基づく公正な
情報開示をします。また、多くの市民が理解できるよう、市政の状況をわかりやすく伝える
ように努めます。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度

効果額 単位：千円
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企画財政課

実施概要

【4】 市民協働による改革

取組項目 (3) 積極的な情報発信

実施項目 ① 市自治会連合会等への情報提供
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 総務課

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (3) 積極的な情報発信

実施項目 ② 分かりやすい市政情報の提供
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課

H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

実施概要
市自治会連合会への情報提供、市自治会連合会と共催による市民座談会の開催によ

り、市民との対話の機会の創出に努めます。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進ちょく度

広報紙や市ホームページで積極的に行政情報等の提供を行い、分かりやすい広報活
動で、市民に信頼される市政を目指します。

年 度 H２９年度

進ちょく度

改革の視点

効果額 単位：千円

H２７年度 H２８年度

進捗状況

効果額 単位：千円
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効果額 単位：千円

効果額 単位：千円

進捗状況

進捗状況

進ちょく度

進ちょく度

H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

実施項目 ④ 生涯学習まちづくり出前講座の推進
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 生涯学習課

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (3) 積極的な情報発信

実施項目 ③ 報道機関等への積極的な情報提供
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 企画財政課

実施概要
行政情報を積極的に配信し、多様化する市民ニーズに応えるために、職員の出前講座

を推進します。

年 度

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考H２７年度 H２８年度

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (3) 積極的な情報発信

実施概要
事業や施策などを実施する際には、広く周知する必要があるため、記者クラブ機能を確

保してマスコミ各社への情報提供を積極的に行うとともに、市内部の情報共有や連絡体
制の確立を図ります。
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進ちょく度

⑤ オープンデータ
※
への取組

実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 総務課

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目

H２７年度 H２８年度

実施項目

(3) 積極的な情報発信

実施概要

現在、国では公共データをオープンにし、二次利用を促進することにより、透明性・信頼
性の向上、経済活性化などを目指しています。
本市でも、多方面での情報の活用を推進し、地域の活性化に寄与するため、ウェブサイ

トで公開する公共データのオープン化を推進します。

※ オープンデータ（公共データの民間開放）とは
国、地方自治体等が保有する膨大な公共データについて、機械判読に適したデータ
形式として公開し、営利目的も含めた二次的な利用を促す取組のこと。

年 度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進捗状況

効果額 単位：千円
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効果額 単位：千円

改革の視点 【4】 市民協働による改革

取組項目 (4)

進捗状況

実施概要
行政手続制度の適切な運用により、市政運営の公正性の確保と透明性の一層の向上

のため、市民生活と関わりの深い法令、条例を根拠とした申請処分の基準・標準処理期
間、不利益処分の根拠法令等、基準等の整備、公表を行います。

年 度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度 備 考

進ちょく度

行政手続法の遵守

実施項目 ① 行政手続制度の適切な運用
実施予定年度 平成27年度～平成31年度

主管課 総務課
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